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研究成果の概要（和文）：本研究の目的は、今後の地域づくりで依拠すべき新たな概念をコミュ

ニティのもつ機能に注目して導き出すことにあった。本研究では、地域イメージで地域価値向

上を試みるコミュニティ活動に注目した。とりわけコミュニティビジネスは、生活者にメッセ

ージを伝える重要な役割をもつという知見を得た。これを活用して、地域イメージを伴うコミ

ュニケーションを生活者と交わすことが重要である。地域の衰退を乗り切るのは、自発的な協

働活動を支えるアクター達である。彼らによって形成されたコミュニティによって、魅力的な

ライフスタイルを提示することが求められている。以上の指摘を整理し、本報告書としてまと

めた。 
 

研究成果の概要（英文）：The objective of this study is to get the new views and approaches 
to local marketing places considering community functions .Community activities which 
add to on area brand through its regional brand image was studied. Community business 
plays an important role by sending its message to the consumers and the citizens .This 
message relating to local marketing places should be delivered by the regional brand 
image .Those who take over the problems of the decline in commercial power in the local 
district are actors who support the collaboration and volunteer activities for community 
development. The community made by them should present an attractive life-style .A summary 
of the above points are described in this paper. 
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１．研究開始当初の背景 
わが国の地方都市では、若年層を中心とし

た人口流出のみならず、地域住民の間には当

該地域への愛着等も失った「誇りの空洞化」
現象が伺えたりする。この潮流に対抗すべき
地域政策には、従来から行われてきた景気浮
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揚型の地域経済政策がある一方、必ずしも経
済的豊かさのみに捉われずに、生活満足度の
向上を伴う質の高い暮らしの実現が必要と
思われる。これは不況にあえぎつつも、国民
経済が成熟段階にあるなかで必要とされる
生活者の要望（ニーズ）と考えられ、これに
応える具体的な手段の一つにマーケティン
グ概念に基づいて地域資源の活用を図る地
域づくりがある。その際に依拠する地域ブラ
ンド論は、特定地域を生活者の視点で活性化
し、持続的成長をめざす概念と言える。箱モ
ノ行政が終わりを迎え、地域住民を主体とし
た協働の地域づくりを支える自治体行政に
とって、それは生活対応型の地域対策となっ
ている。 
上述の地域づくりで依拠できる概念に地

域ブランド論がある。そこで提示される地域
づくりを促進するのは、地域活性化のアクタ
ーとなる地域住民、地域企業、NPO、大学等
の非営利法人、地域教育研究機関等のアクタ
ーによる互恵的協働活動である。その運営を
担うコミュニティは、利害関係者を結ぶネッ
トワーク（絆）を活用できるという、地域づ
くりに寄与する重要な機能を有している。 
地域の再生と持続的な成長に寄与すると

思われる、もう一つの依拠すべきアプローチ
に地域ガバナンス論がある。周知のように、
自治体マーケティングおよび農村社会学、農
業経済学分野等の研究者達による中山間地
を対象とした地域活性化に関する研究には
膨大な調査報告、学術論文が蓄積されている。
これらの業績を体系化した地域ガバナンス
論や事例報告からも、今後の目指すべき地域
づくりに参考となる見解や概念を見出せる。 
 
２．研究の目的 
上述の状況下において、多くの地域再生や

地域振興の現場で伺い知ることのできる地
域ネットワークの存在は重要である。これを
運営する地域コミュニティの多くは、規模は
小さくても地域資源を活用した商品やサー
ビスを創生するプロセスでニッチ市場を形
成し、地域への愛着を高めるという生活者の
意識に踏み込んだ活動を展開できる。これは
従前と異なる新たな内発的地域振興と言え
る。 
この新たな方向をもつ地域づくりを促進

させるためには、地域イメージを活用したコ
ミュニティビジネスとそれを支える地域コ
ミュニティの特性に関わる新たな概念を必
要とする。本研究の目的は、わが国での今後
の地域づくりに不可欠な、依拠すべき新たな
概念を地域コミュニティ活動と関連付け、導
き出すことにある。 
 
３．研究の方法 
（1）本研究は、先達の研究成果を参考にし

て内発的地域振興に寄与できる理論的考察
を行った。形成した概念（フレームワーク）
は、3つの地域を対象とする事例研究による
修正を経て整理された。 
 事例研究では、地域資源の活用で創造され
る新たな経験価値を地域在住者が、衣食住等
日常生活のなかに次々と見出せる手立てを
探った。このことを重視する新たな地域振興
の担い手として考えられたのは、地域で形成
されている多様なコミュニティや地域活性
化を担うアクターである。 
地域価値の創造にマーケティングの概念

を必要とすることは、地域ブランド論で既に
指摘されていたが、その担い手である地域コ
ミュニティの機能および特性、コミュニティ
ビジネスとの関係にまで踏み込んだ研究は
殆どない。 
 
（2）市場機能を利用して地域再生および地
域振興をめざす互恵的協働活動は、コミュニ
ティビジネスと捉えられている。だが、その
活動対象領域は広範であり、実態も十分に把
握されてきていない。上述の社会的背景によ
る影響を考慮すると、場（Place）の付加価
値向上に結び付くコミュニティビジネスは
改めて捉え直されなければならない。例えば、
地場企業が地域の特性や資源を活用した新
商品を市場に供給する際、利益獲得の他に場
（Place）の認知度を高めるミッションを持
たされたりする。広義に捉えれば、これは、
地域づくりに寄与するというミッションを
もってコミュニティビジネスを展開した商
品と捉えることができる。そこには、場
（Place）の付加価値向上に寄与すべきとの
意図をもつ関係者間の絆が構築されている。
これをコミュニティ活動によって支える構
図が有益に機能していれば、地域価値は一層
の向上と持続性を持ち得る。そのためには、
マーケティング概念に依拠したコミュニテ
ィ活動を、従来は困難と思われていた領域に
まで広げて行えるのか検討する必要がある。 
以上の視点で地域再生および地域振興に

寄与するコミュニティビジネスを再定義し、
場（Place）の付加価値向上に結び付く互恵
的協働活動を担うコミュニティ（組織体）を
類型化した。場（Place）の付加価値向上に
結び付くコミュニティビジネスとコミュニ
ティの特性と機能を明らかにするためであ
る。 
 
（3）地域イメージを活用して場（Place）の
ブランディングを展開した地域を、定住者人
口の集積地である大都市と、同じく離散地と
捉えられる地方市町村および中山間地から
それぞれ選出した。その理由は、特定地域へ
の人口の集積と離散傾向は、地域づくりに関
与するコミュニティの特性と行動を規定す



る条件となっているのか、地域づくりの関係
者を対象にしたヒアリングで探るためであ
る。これらは地域資源を活用したストーリー
（物語）を形成し、その活用でコミュニティ
ビジネスの実践、非価格競争への対応に積極
的であった地域として選定した。 
訪問調査地は、スカイツリー建設の外部効

果を利用し、区役所主導で場（Place）のブ
ランディングを展開している墨田区（大都
市）、公民館を活用した町役場主導で場
（Place）のブランディングを図り、近年で
は工芸体験と健康づくりの町をデザインし
ている宮崎県綾町（地方市町村および中山間
地）、卓越した地域プロデューサーによって
場（Place）のブランディングが行われてい
る高知県四万十町（地方市町村および中山間
地）である。 
 
（4）場（Place）のブランディングに寄与す
る地域づくりの手法として、第一に、地域資
源を活用した地域産品の開発、販売があり、
第二として、経験価値創造を伴う地域資源の
活用がある。 
第一の地域資源の活用による地域産品を

開発、販売する際に、ポジティブな地域イメ
ージを形成しながら実践される住民参加型
のコミュニティビジネスは、プラットフォー
ムを媒介にしたインナ-ブランディングであ
ると捉えた。その初期段階では、アクター間
の協働によって形成される関係性の拡大と
強化が地域ブランド構築を促進する原動力
となり、コミュニティビジネスは大きな役割
を果たす可能性があると考えた。 
 地域資源を活用したコミュニティビジネ
スは、たとえ利益が少なくても、地域イメー
ジや地域情報を生活者に伝えることで、地域
の抱える課題の解決に寄与できる。そのため
には、ニッチ市場を想定し、コトラーの競争
優位の概念に示された製品、サービス、スタ
ッフ、イメージ（地域資源等の連携によって
形成される）に関する非価格競争で優位に立
つ戦略が必要となる。その鍵となるのは、「物
語（ストーリー）」と地域ネットワークを活
用して実践される消費者とのコミュニケー
ションである。 
 地域資源を活用した商品やサービスは、地
域情報を市場機能を通して伝播できる特性
を持っている。これを支える地域ネットワー
クを活用する地域振興のメカニズムと、それ
を支えるコミュニティのもつ特性や機能に
注目したのは、地域に誇りを持てる内発的地
域発展に結び付く多様な主体間の関係性モ
デルの構築に役立つ知見を得るためである。 
上記地域づくりの第二にあげた経験価値

創造を伴う地域資源の活用事例として提示
できるものに、グリーンツーリズムや観光産
業に伺える、地域内の回遊を促す経済主体間

協働型の体験型観光がある。ここで地域イメ
ージとの関連が強調され、経験価値にウエイ
トを置いたコミュニケーションで生活者の
共感を得られれば、他地域への差別化と当該
地域への熱烈なファンを生み出せる。これは、
場（Place）のブランディングへの寄与が大
きいと考えられるため、訪問調査地域で注目
すべきコミュニティビジネスとして捉えた。 
 
４． 研究成果 
本研究により、以下の内容が整理され、明

らかになった。 
（1）上記 3.で述べたように、本研究に取り
組む際に、地域再生および地域振興に寄与す
るコミュニティビジネスの定義を再検討す
る必要に迫られた。それゆえ、本研究で再定
義したコミュニティビジネスは、市場機能を
利用して地域再生や地域振興を図るコミュ
ニティ活動を広義に捉えることにした。それ
らは関係者間の互恵的協業活動を伴い、地域
イメージの向上や認知度を高め、コミュニテ
ィ活動の目的に共感を抱いてもらうことを
重視した製品開発やサービスを行っている。
コミュニティビジネスは、このように課せら
れたメッセージの伝達を重視する傾向を持
つとの知見を得た。（〔雑誌論文〕⑥）。 
 
（2）地域への愛着という意識に地域教育コ
ミュニティの果たす役割が大きな影響をも
たらすことは、地域ガバナンス論として分類
される調査報告等で少なからず指摘されて
いる。そのため、「総合的な学習の時間」「グ
ッドジョッブ」「インターンシップ」での地
域資源の活用をめぐる地域経済主体による
協働作業と関係性形成は、長期的な地域づく
りに寄与すると考えた。（〔雑誌論文〕①）と
りわけ、郷土愛や地域の誇りを醸成する地域
教育活動を、環境保全活動やスローフード運
動に伺えるサスティナビリティ（継続性）と
関連付けさせ、地域へのファンを増やすアク
ティビティの果たす役割を重視した。（〔図
書〕①）「種差海岸・小舟渡海岸散策 MAP作
成」による現場体験型授業を実施したのは、
名勝地を市民の散策の場とするフィールド
ワークで、安全かつ魅力的なライフスタイル
の提示に寄与できると考えたからである。こ
れは場（Place）の付加価値を向上させるた
め、マーケティング概念を援用した地域振興
の実践作業であった。（〔雑誌論文〕②）本研
究実施期間中に発生した東日本大震災で受
けた災害からの復興を図るべく、種差海岸を
観光地として再生することが地域の抱える
課題となった。このため、再度の津波襲来を
想定した散策路の安全性を模索し、ICTによ
る情報発信を行った。後に当件をとりまとめ
た小論（〔雑誌論文〕⑤）で、ソーシャルメ
ディアを活用したリスクコミュニケーショ



ンの重要性を指摘した。 
 
（3）次に、上記 3（1）で述べた内発的地域
振興に寄与できる地域コミュニティの関係
性モデルを構築するために必要な理論的考
察を、先達の研究成果から導出された知見を
参考にして行った。 
特に、商店街全体の売上高増加と顧客吸引

力を高めるべく商店街振興会のような協同
組織によって行われる商業集積のマーケテ
ィングを対象にした研究からは、それが場
（Place）のブランディングに寄与する組織
体（コミュニティ）と似た特性（権限関係が
構造化されていない「不完全な組織」である）
を有しているとの指摘に注目し、以下の考察
を行った。 
商業集積のマーケティングは、場（Place）

のブランディングを担う組織（コミュニテ
ィ）によるマーケティングの一部であると考
えられる。しかし両者には以下のような相違
点がある。 
第一に、場（Place）のブランディングに

寄与する組織（コミュニティ）の構成メンバ
ーは、商業集積の組織（コミュニティ）を構
成する事業者と比較すると、利益よりも掲げ
たミッションの達成度を重視する行動をと
る傾向がある。 
第二に、場（Place）のブランディングに

寄与する組織体（コミュニティ）は、商業集
積のマーケティングを担う組織体（コミュニ
ティ）以上に、地域住民、地方自治体、農協、
商業会議所の職員など多様な構成員で成り
立ち、それを地方自治体が究極のネットワー
カーとなって支える構図を地域づくりの現
場で見出せる。 
 コミュニティ活動が商業活動への依存度
に影響を受けるとすれば、場（Place）のブ
ランディングに寄与する組織体（コミュニテ
ィ）も、商業集積と似た自己組織性を持ち得
ると考えられる。それゆえ、店舗集積の形成
によって、より強い顧客の吸引と店舗運営費
用の節約を生じさせ、さらに多くの店舗の出
店を促す循環が形成されるといった商業集
積による「自己組織性の利用」は、地域価値
を地域内外の消費者および生活者に伝えた
結果、共感を得られて形成される絆（関係性）
に置き換えて捉えられる。 
 
（4）コミュニティの持つネットワークの外
部性が発揮され、その結果としてもたらされ
る地域ブランディングの外部効果が大きい
と仮定すれば、地域内外の生活者に場
（Place）の魅力に共感を持ってもらえるマ
ーケティング・コミュニケーションの効果に
大きな期待をかけることができる。すなわち、
地域ブランディングによる認知効果で経済
効果をもたらせれば、場（Place）のブラン

ディングを担う組織体（コミュニティ）によ
る「自己組織性の利用」を伴った独自のマー
ケティング・コミュニケーションを展開でき
るはずである。そこに大きな役割を果たすの
は、アクターを軸とした関係者間に結ばれた
絆（関係性）である。それゆえ、場（Place）
のブランディングに寄与する組織体（コミュ
ニティやメタコミュニティ）は、「自己組織
性の利用」で自らの活動内容に共感をもつ関
係者にボランティア的な活動をネットワー
クの外部性を発揮することで促進させ、商圏
に限定されない行政区的な空間を地域ブラ
ンドとして形成する機能をもつと考えられ
る。 
 
（5）場（Place）のブランディングによる外
部効果を利用したコミュニティビジネスを
展開するには、生活者によるコミュニティ活
動に対する共感を増やすことが必要になる。
そのために、場（Place）のブランディング
で提示されるライフスタイルや場（Place）
を如何なるイメージを伴って特定の方向に
導くかということ（デザイニング）への共感
とそれを実現するための地域主体間の協働
が必要となる。これに関して注目すべき活動
として、経験価値を重視した地域づくりがあ
る。 
事例研究として選定した3つの訪問調査対

象地域で共通して見出せたのは、経験価値創
造による地域イメージおよび地域の物語（ス
トーリー）を活用して地域価値の向上を試み
る多様なコミュニティ活動であった。とりわ
け、当該地域でなければ体験できない暮らし
の魅力を持続的に見出そうとするコミュニ
ティを形成するには、活動資金の調達および
活動内容の伝達といったコミュニティビジ
ネスのもつ機能的役割に依拠した協働事業
が必要となる。その事例は、所得形成機会を
創りだす生活者起点型の地域振興対応や共
感で結びついたコミュニティ活動のなかに
見出すことができる。これを促進するコミュ
ニティビジネスの到達すべき目標は、地域で
過ごす生活のなかに新たな価値を生み出し、
精神的な豊かさを実感できる機会を日常生
活のなかに創ることである。 
 
（6）地域固有の価値を高く評価することで
行われる協働と連携（コミュニティ活動）は、
価値観の多様化を反映したニッチ市場を創
りだせる。ゆえに「ライフクリエイティブ型」
と「ビジネス追求型」という二つのタイプに
分かれる地域コミュニティ（〔雑誌論文〕③）
との関係性を重視する地域振興が、適用可能
であると想定されていた領域を超えて行わ
れるコミュニティビジネスを模索するなら
ば、今後のわが国で必要とされるディマンド
サイドの視点に立った地域づくりが可能に



なる。共感をもたらし得るメッセージや地域
イメージを伴う商品やサービスは、その際に
重要な役割を担う。（〔雑誌論文〕④）ただし、
これらは物語性を持つメッセージの伝播や
地域イメージを伝える商品パッケージデザ
インに工夫を凝らす等、これらを提供する供
給主体から発せられるコミュニティ活動へ
の共感を生活者から得る必要がある。そのた
め、今後の地域づくりでは、地域資源活用に
よる製品、サービス、ブランド・コンタクト
ポイント、経験価値創造に地域イメージを伴
った文脈で括り、生活者にインパクトのある
メッセージを届ける必要がある。すなわち、
コミュニティビジネスには、今後ポジティブ
な地域イメージとの結び付きやメッセージ
を強力に伝播できる機能を、これまで以上に
発揮することが求められている。 
 
（7）事例研究を進める過程で、地域振興を
担うコミュニティの経営発展的なプロセス
を探る必要性が見出された。上記（6）で指
摘したコミュニティビジネスの適応による
地域振興を実現するには、初期段階で地方自
治体による「自治体主導型」コミュニティ（以
下「自治体主導型」）による地域マネジメン
トを必要とする。だが、地方自治体による地
域マネジメントは、行政サービスに公平性を
伴わなければならないという制約が課せら
れているため、事業活動を発展させることに
限界をもつ。その代わりとなる地域振興の担
い手として期待されているのは、多様な地域
主体を民間主導でマネジメントできる地域
ネットワーク（地域コミュニティ）であり、
そのリーダーである地域プロデューサーで
ある。 
 
（8）コミュニティビジネスは、①利益獲得
機能と②市場の内外で行うメッセージの伝
達機能をもつ。とりわけ、上記②の機能を重
視したコンテクスト・ブランディングで、地
域で過ごす日常生活のなかに見出される地
域固有の魅力に共感する生活者およびアク
ターを呼び込む必要がある。そして、衣食住
に関連した地域固有の魅力づくりを地域イ
メージと連携させ、魅力的な生活空間の創造
に結び付くような生活者とのコミュニケー
ションをとる地域づくりが求められる。 
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